
①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑□無　　 有　　 No. 01000002

所管部署名 議会事務局総務係

事前評価責任者 竹内　栄一

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 議会費 議会費

目 細目 議会費 議会広報発行事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 1,419 1,528 1,503 1,850 1,849 346 2,225

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 1,419 1,528 1,503 1,850 1,849 346 2,225

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 1,419 1,528 1,503 1,850 1,849 346 2,225

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.40 0.35 0.41 0.30 0.35

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

配布部数 110,027 138,655 112,000 112,000

（年度当初世帯数×0.85×発行回数）
              ＋（公共施設配布部数×発行回数）

109,202 135,062 104,678 111,930

ホームページ（議会だよりコンテンツ）アクセス数 2,350 220 320 320

当該年度発行分「議会だより」閲覧回数 1,849 321 304 225

事務事 業 名 議会広報発行事業

予
算
科
目

根拠法令等 吉川市議会広報委員会規程

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要

・定例会ごとに議会広報委員会を開催し、掲載する内容や原稿作成者を決定する。
・原稿を基にページレイアウトなどを調整し、業務委託により「議会だより」を印刷発行する。
・自治会を通じて、全世帯に配布するとともに公共施設にも配布する。
・市ホームページにはPDFデータを掲載する。
・議員改選後には、議員の顔写真を掲載した臨時会号を発行する。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

部 112,000

指
標
②

回 250

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



議会費 / 議会費 / 議会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 竹内　栄一

優先度 4

必要性 3

妥当性 4

対象者 5

コスト 4

達成度 4

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

同上

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　議会だより発行部数

　　　 発行号　　　　  発行月　　　　 発行部数　　　配布数　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (世　帯）　　（公共施設）
　　３月定例会号　　令和７年５月　　　27,930部　　　 25,605部　　　  518部  
　　６月定例会号　　令和７年８月　　　28,000部　　　 25,517部　　　  518部　　
　　９月定例会号　　令和７年11月　　　28,000部　　　 25,541部　　　  518部　
　　12月定例会号　　令和８年３月　　　28,000部　　　 25,564部　　　  558部　
　　　　合　計　　　　　　　　　　　 111,930部　　　102,227部　　　2,112部　
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事
業
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①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000003

所管部署名 議会事務局総務係

事前評価責任者 竹内　栄一

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 議会費 議会費

目 細目 議会費 議会運営事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 149,817 150,326 148,576 148,970 148,952 376 147,618

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 149,817 150,326 148,576 148,970 148,952 376 147,618

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 149,817 150,326 148,576 148,970 148,952 376 147,618

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.12 0.11 0.17 0.08 0.08

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

報酬・期末手当の支給額 123,501,000 124,365,000 125,228,000 126,095,000

議員への支給額 122,507,151 123,604,443 123,702,840 126,093,900

共済給付費負担金の請求額 27,048,000 26,720,000 24,612,000 22,613,000

市議会共済会への支払額 27,048,000 26,460,000 24,612,000 22,596,000

事務事 業 名 議員報酬・議員共済事務

予
算
科
目

根拠法令等 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
・議員報酬及び期末手当の支給に関する事務を行う。
・市議会議員共済会への負担金の支払、共済給付金に関する事務及び各種報告事務を行う。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

円 126,524,000

指
標
②

円 20,832,000

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



議会費 / 議会費 / 議会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 竹内　栄一

優先度 5

必要性 4

妥当性 4

対象者 1

コスト 4

達成度 5

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑必要　　□不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

同上

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　議員の報酬及び期末手当

　　 区分　　報酬（月額）　人数　　報酬（年額）　期末手当（年額）　　　合計
　　議　長　　 431,000円　　1人　　5,187,392円　　　2,379,120円　　　7,566,512円
　　副議長　　 376,000円  　1人　　4,512,000円　　　2,075,520円　　　6,587,520円
　　委員長　　 362,000円  　4人　 17,363,071円　　  7,992,960円　　 25,356,031円
　　議　員　　 353,000円   14人　 59,303,997円　　 27,279,840円　　 86,583,837円
　　　　　　 合　計　 　   20人　 86,366,460円　　 39,727,440円　　126,093,900円 
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業
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事
業
の
特
性
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達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000004

所管部署名 議会事務局総務係

事前評価責任者 竹内　栄一

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 議会費 議会費

目 細目 議会費 政務活動費交付事務

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 4,122 3,652 3,764 4,800 3,726 △38 4,800

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 4,122 3,652 3,764 4,800 3,726 △38 4,800

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 4,122 3,652 3,764 4,800 3,726 △38 4,800

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.11 0.10 0.16 0.16 0.10

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

政務活動費合計額 4,800,000 4,800,000 4,800,000 4,800,000

各会派が支出した政務活動費の合計額 4,121,729 3,652,386 3,763,319 3,725,737

政務活動費執行率 100 100 100 100

各会派が支出した政務活動費の合計額
                          ／交付額×100

86 76 78 78

事務事 業 名 政務活動費交付事務

予
算
科
目

根拠法令等 吉川市議会政務活動費の交付に関する条例

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
・議員の調査研究その他の活動に資するための必要な経費の一部として、議会の会派に対し政務活動費を交付する。
・議会における会派には、所属議員が１人の場合を含む。
・毎月１日における当該会派の所属議員の数に月額20,000円を乗じた額を半期（4月・10月）ごとに交付する。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

円 4,800,000

指
標
②

% 85

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



議会費 / 議会費 / 議会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 竹内　栄一

優先度 4

必要性 4

妥当性 4

対象者 1

コスト 4

達成度 3

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑必要　　□不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

引き続き、政務政務活動費内部監査委員会の審査を通し、政務活動費の適正な運用と使途の明確化を図っていく。
ホームページや議会だよりなどにより、市民に分かりやすい情報提供に取り組む。　　　　　　　

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　政務活動費交付金額

　　　　会派名　　　　　　　　人数　　　 交付額　　諸収入(利息)　  　支出額　 　　　返金額
　　ＳＥＬＥＣＴ吉川　　　　　 6人　　1,440,000円　　　1,046円 　 1,309,650円 　　 131,396円
　　日本共産党吉川市議員団　　 3人　　　720,000円　　　　375円 　 　620,329円 　　 100,046円
　　公明党吉川市議員団　　　　 3人　　　720,000円　　　　416円 　 　538,617円 　　 181,799円
　　平和市民クラブ　　　　　　 3人　　　720,000円　　　　628円 　 　403,453円　 　 317,175円
　　自由民主党吉川市議員団　　 2人　　　480,000円　　　　306円 　 　481,355円　 　       0円（不足分は会派負担1,049円）
　　未来会議よしかわ　　　　　 2人　　　480,000円　　　　   　 　 　376,153円 　　 103,847円
　　無所属（加藤議員）　　　　 1人　　　240,000円　　　　155円  　　      0円　　　240,155円
　　　　合　計　　　　　　　　20人　　4,800,000円　　　2,926円　　3,729,557円　　1,074,418円

事

業

評

価

事
業
の
特
性
（
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
）

改

革

・

改

善

の

確

認

事
業
の
方
向
性

0 

1 

2 

3 

4 

5 
優先度

必要性

妥当性

対象者

コスト

達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000005

所管部署名 議会事務局総務係

事前評価責任者 竹内　栄一

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 議会費 議会費

目 細目 議会費 議会渉外・活動事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 426 1,403 1,166 1,432 1,046 △120 3,103

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 426 1,403 1,166 1,432 1,046 △120 3,103

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 426 1,403 1,166 1,432 1,046 △120 3,103

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.52 0.48 0.21 0.32 0.32

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

行事参加日数 50 50 130 130

議長が各種団体の行事等に参加した日数 81 122 139 134

事務事 業 名 議会渉外・活動事業

予
算
科
目

根拠法令等 地方自治法

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
・議長のスケジュール調整及び管理を行う。
・委員会の行政視察の調整をする。
・他の自治体からの行政視察の受け入れをする。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

日 135

指
標
②

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



議会費 / 議会費 / 議会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 竹内　栄一

優先度 4

必要性 3

妥当性 4

対象者 3

コスト 4

達成度 3

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

同上

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　行政視察受入

　　　　視察日　　　　　 自治体名　　　　　　　　　視察内容
　　令和7年 8月 7日　沖縄県うるま市議会　　学校施設の複合化について
　　　　 　11月 6日　滋賀県栗東市議会　　　地域課題を地域で解決するための勉強会について
　　　　 　11月17日　埼玉県上尾市議会　　　アクアパークについて
　　令和8年 1月15日　岩手県一関市議会　　　吉川美南駅東口周辺地区の開発準備について　　　　

事

業

評

価

事
業
の
特
性
（
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ー
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・
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事
業
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向
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達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000511

所管部署名 議会事務局総務係

事前評価責任者 竹内　栄一

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 議会費 議会費

目 細目 議会費 議会運営事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 243 372 241 279 227 △14 320

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 243 372 241 279 227 △14 320

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 243 372 241 279 227 △14 320

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.93 0.75 0.34 0.35 0.36

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

議場使用回数 28 28 28 28

定例会、臨時会等で議場において会議を行った回数 29 28 28 29

事務事 業 名 議会事務局運営事務

予
算
科
目

根拠法令等 吉川市議会事務局設置条例

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
・議員の表彰事務に関する手続きを行う。
・議員控室、議会図書室等の諸室の設備・空調等を適宜確認し、適正な管理に努める。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

回 28

指
標
②

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



議会費 / 議会費 / 議会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 竹内　栄一

優先度 4

必要性 3

妥当性 4

対象者 2

コスト 4

達成度 3

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

同上

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　開催された研修会の状況

　　　　研修日　　　　　　 主催者　　　　　　　　　　　　 研修会内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出席者　　場所　　
　　令和7年 8月 8日　埼玉県市議会議長会　　　　「議会の運営及び諸課題について」　　　　　　　　　　　　　　　1人　 上尾市
　　　　 　10月24日　埼玉県市議会第4区議長会　 「議会事務局職員の心得と議員SNS利用の留意点」 　　　　　　　　1人　 加須市
　　　　 　10月31日　関東市議会議長会　　　　　「議会における本当のＤＸ推進」          　　　　　　　　　　　1人　千代田区
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「空き家・空き地の実態と住宅政策」
　　令和8年 1月15日　埼玉県市議会第4区議長会 　寄居町議会の「聴く・動く」の実践と「議会だより」のツクリカタ　1人 　加須市
　　　　　　1月23日　東南部正副議長会　　　　　各市町議会における課題・懸案事項等に対する意見・情報交換　　　2人 　吉川市

事

業

評

価

事
業
の
特
性
（
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
）

改

革

・

改

善

の

確

認

事
業
の
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向
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妥当性

対象者

コスト

達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000512

所管部署名 議会事務局総務係

事前評価責任者 竹内　栄一

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 議会費 議会費

目 細目 議会費 議会運営事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 685 727 753 863 741 △12 793

間接経費（加算） 0 91 93 68 64 △29 67

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 685 818 846 931 805 △41 860

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 685 818 846 931 805 △41 860

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.11 0.17 0.17 0.41 0.25

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

議長会の会議等出席依頼に対して、出席した割合 100 100 100 100

議長会参加日数／各議長会からの会議等出席依頼 100 95 100 100

事務事 業 名 議長会事務

予
算
科
目

根拠法令等

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要 議長会に関する各種事務や調査、負担金の支払、各事業(研修会等)への参加

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

% 100

指
標
②

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



議会費 / 議会費 / 議会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 竹内　栄一

優先度 4

必要性 3

妥当性 4

対象者 1

コスト 3

達成度 4

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑□実施している　　 未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

同上

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　議長会への参加状況
　　　　名　　称　　　　　　　　　　出席依頼　出席件数　出席日数　（参考：負担金額）
　　全国市議会議長会　　　　　　　　　　1件　　　 1件　　　 1日　　　　421,000円
　　関東市議会議長会　　　　　　　　　　2件　　　 2件　　　 2日　　　　 52,000円
　　埼玉県市議会議長会　　　　　　　　　2件　　　 2件　　　 2日　　　　135,000円
　　埼玉県市議会議長会第４区議長会　　　6件　　　 6件　　　 7日　　　　 70,000円 
　　東南部正副議長会　　　　　　　　　　7件　　　 7件　　　 7日　　　　 20,000円　
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①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000513

所管部署名 議会事務局議事調査係

事前評価責任者 竹内　栄一

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 議会費 議会費

目 細目 議会費 議会運営事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 1,236 678 1,565 4,538 4,532 2,967 4,552

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 1,236 678 1,565 4,538 4,532 2,967 4,552

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 1,236 678 1,565 4,538 4,532 2,967 4,552

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 2.20 2.37 1.59 1.29 1.29

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

議会傍聴者人数 160 200 200 200

傍聴した市民の延べ人数 133 197 222 211

議員からの苦情件数 0 0 0 0

議員からの苦情件数 0 0 0 0

事務事 業 名 本会議・委員会運営事務

予
算
科
目

根拠法令等
地方自治法、吉川市議会会議規則、委員会条例、議
会先例

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
・年4回(3･6･9･12月)の定例会及び必要に応じて開催される臨時会において円滑な議事運営を行う。
・議場、委員会室の設備点検を適宜実施する。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値
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標
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※
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議会費 / 議会費 / 議会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 竹内　栄一

優先度 5

必要性 5

妥当性 5

対象者 5

コスト 4

達成度 5

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

今後も引き続き、円滑な議会運営について適宜協議し、対応していく。

評

価

年

度

の

主

な

取

組

１．本会議開催状況
　(１)定例会（年4回（6月、9月、12月、3月））　　　27日
　(２)臨時会（2月）　　　　　　　　　　　　　 　　 1日

２．議案の種類別件数
　(１)市長提出議案　　　条例 27　　予算 28　　決算 8　　専決処分 6　　　契約 9　　　その他 10
　(２)議員提出議案　　　条例・規則 2　　　意見書 10

３．常任委員会等開催状況　
　(１)総務健康常任委員会　　　　7日　　　付託議案 31　　　請願件数 1
　(２)こども教育常任委員会　　　6日　　　付託議案 12　　　請願件数 0
　(３)建設生活常任委員会　　　　6日　　　付託議案 34　　　請願件数 0
　(４)議会運営委員会　　　　　　6日
　(５)議会活性化特別委員会　　　3日　　　　　
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①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000514

所管部署名 議会事務局議事調査係

事前評価責任者 竹内　栄一

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 議会費 議会費

目 細目 議会費 議会運営事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 4,634 4,453 4,076 4,416 4,163 87 6,097

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 4,634 4,453 4,076 4,416 4,163 87 6,097

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 4,634 4,453 4,076 4,416 4,163 87 6,097

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.22 0.13 0.23 0.23 0.23

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

１日あたりの情報量 35 35 35 35

会議録総ページ数／本会議及び委員会の延べ開催日
数

33 34 34 28

議員一人あたりの情報量 90 90 90 90

会議録総ページ数／市議会議員数 97 98 82 78

事務事 業 名 会議録調製管理事務

予
算
科
目

根拠法令等 地方自治法、吉川市議会会議規則

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
・本会議及び常任委員会の会議内容を電磁的記録媒体に保存し、委託業者の反訳作業により会議録を
　作成し印刷製本する。
・会議録は、市立図書館及び議会図書室に配架するとともに、市議会議員に配付する。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

頁 35

指
標
②

頁 90

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



議会費 / 議会費 / 議会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 竹内　栄一

優先度 5

必要性 5

妥当性 5

対象者 5

コスト 3

達成度 4

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

・会議録については、内容に誤記等がないよう精度を高める必要があるため校正時においては複数人で確認を行い、
　より正確な会議録の作成に努める。

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　会議録印刷製本ページ数

〇ページ数　　　 6月定例会　9月定例会　12月定例会　3月定例会　１月臨時会
　(１)本会議　　 　　213　　　　270　　　 　232　　　　296　　　　　29　　　計　1,040
　(２)委員会　 　　　 74　　　　 207　　　 　 81　　　　161　　　　　　　　 計　　523
　※議会活性化特別委員会は常任委員会録の冊子に綴られている。

〇会議日数
　本会議　 27　臨時会　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　 28
　総務健康　7　こども教育　6　建設生活　6　議会活性化　3　議会運営　6　　　　 計　 　28　　

事

業

評

価

事
業
の
特
性
（
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
）

改

革

・

改

善

の

確

認

事
業
の
方
向
性

0 

1 

2 

3 

4 

5 
優先度

必要性

妥当性

対象者

コスト

達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000515

所管部署名 議会事務局議事調査係

事前評価責任者 竹内　栄一

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 議会費 議会費

目 細目 議会費 議会運営事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 396 396 396 396 396 0 396

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 396 396 396 396 396 0 396

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 396 396 396 396 396 0 396

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.04 0.04 0.13 0.04 0.04

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

市議会ホームページアクセス数 32,000 24,000 3,300 3,800

市議会ホームページアクセス延べ回数 19,832 7,510 4,500 4,477

傍聴者の人数 160 200 200 200

傍聴者の延べ人数 133 197 222 211

事務事 業 名 議会情報提供事業

予
算
科
目

根拠法令等 地方自治法、吉川市情報公開条例

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
定例会及び臨時会の開催状況や会議結果を市ホームページに掲載することや、会議録を検索システムでデータ化して
市ホームページ上で公開し、閲覧できるようにする。
また、議会中継や蓄積映像の配信を通じて、傍聴に来られない市民にも議会運営の様子を見ることができるようにする。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

回 3,800

指
標
②

人 200

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



議会費 / 議会費 / 議会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 竹内　栄一

優先度 5

必要性 5

妥当性 5

対象者 5

コスト 4

達成度 5

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑必要　　□不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

議会への関心がさらに高まるよう、分かりやすい最新の議会情報を提供していく。

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・定例会日程表を市ホームページに掲示している。
・インターネット中継システム（録画配信システムを含む）が正常に稼働しているか、システム管理者として
　適宜ログインしアクセスログを収集して点検。異常がある場合は、システム運営業者に連絡し対応してもらっている。
・議会運営委員会終了後に定例会日程と議案等を公共施設に掲示し、定例会本会議についてインターネット中継で
　視聴できることを周知している。
・定例会の会期終了後に議決処理結果等を公共施設に掲示し、定例会本会議について録画配信していることを周知している。
・会議録検索システムが正常に稼働しているかシステム管理者として適宜ログインしアクセスログを収集して点検。
　異常がある場合は、システム運営業者に連絡し対応してもらっている。

※ 市議会ホームページアクセス延べ回数については、令和5年7月からより正確な数値になるようシステムの集計方法が
　変更されたため令和5年度は大幅に数値が減少している。（同一人の短時間での繰り返し検索は1回でカウントに変更した）

事

業

評

価

事
業
の
特
性
（
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
）

改

革

・

改

善

の

確

認

事
業
の
方
向
性

0 

1 

2 

3 

4 

5 
優先度

必要性

妥当性

対象者

コスト

達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 99000059

所管部署名 議会事務局議事調査係

事前評価責任者 竹内　栄一

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 予算なし 予算なし

目 細目 予算なし 予算なし

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 0 0 0 0 0 0 0

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 0 0 0 0 0 0 0

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 0 0 0 0 0 0 0

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.02 0.05 0.12 0.06 0.06

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

議員一人あたりの資料請求件数 9 10 10 15

資料請求件数／市議会議員数 12 13 20 19

調査照会件数 30 30 30 30

他自治体からの調査照会件数 29 20 33 32

事務事 業 名 議会調査事務

予
算
科
目

根拠法令等 地方自治法、吉川市議会会議規則

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
・他自治体から調査があった場合、議会に関するもの以外は各担当部署に照会を行い回答する。
・議員からの請求のあった調査の実施及び資料の収集を行う。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

件 15

指
標
②

件 30

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



予算なし / 予算なし / 予算なし

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 竹内　栄一

優先度 5

必要性 5

妥当性 5

対象者 5

コスト 4

達成度 5

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑必要　　□不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

提供された資料が議会の質疑や質問等で活用されることは、会議の質を高め、市民の行政に対する理解向上に繋がる。
今後も資料請求は正規の手続で行うことを議員に周知するとともに、更に良い資料収集の方法を検討していく。

評

価

年

度

の

主

な

取

組

〇会派別資料請求件数
　　　　　　会派名　　　　　　　　　件数
　(１)セレクト吉川　　　　　　　　　　5
　(２)日本共産党吉川市議員団　　　　171
　(３)公明党吉川市議団　　　　　　　　4
　(４)平和市民クラブ　　　　　　　　 25
　(５)自由民主党吉川市議員団　　　　168
　(６)未来会議よしかわ　　　　　　　　0
　(７)無所属　　　　　　　　　　　　  0
　　　　　　合　計　　　　　　　　　373

事

業

評

価

事
業
の
特
性
（
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
）

改

革

・

改

善

の

確

認

事
業
の
方
向
性
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1 
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3 
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5 
優先度

必要性

妥当性

対象者

コスト

達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000066

所管部署名 選挙管理委員会選挙係

事前評価責任者 互井　満

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 総務費 選挙費

目 細目 選挙管理委員会費 選挙管理委員会運営事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 1,464 1,559 1,504 1,542 1,513 9 1,867

間接経費（加算） 3,331 0 1,252 1,303 1,281 29 1,738

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 4,795 1,559 2,756 2,845 2,794 38 3,605

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 1 4 0 4 0 0 4

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 4,794 1,555 2,756 2,841 2,794 38 3,601

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.33 0.13 0.75 0.47 0.48

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

委員会の開催回数 15 23 16 23

選挙管理委員会を開催した回数 16 23 21 16

研修会又は研究会に参加した割合 100 100 100 100

各種連合会主催の参加回数／研修会又は研究会の開
催回数

100 100 100 100

事務事 業 名 選挙管理委員会運営事業

予
算
科
目

根拠法令等 地方自治法　公職選挙法

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
選挙管理委員会の開催や選挙運営に必要な庶務を行う。
また、選挙関係事務に関する知識の向上のため、各種研修会に参加する。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

件 12

指
標
②

% 100

指
標
③

基

本

事

項

事
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・
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源

目

標
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・

実

績

（

最

低
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定

）



総務費 / 選挙費 / 選挙管理委員会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 互井　満

優先度 5

必要性 5

妥当性 5

対象者 4

コスト 5

達成度 5

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑□実施している　　 未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

評

価

年

度

の

主

な

取

組

１　選挙管理委員会の開催回数と議案審議件数
　第1回(1/7)：0件　　 　第2回(2/4)：1件　　　   第3回(3/3)：3件
　第4回(4/8)：0件　　　 第5回(5/8)：4件　　　 　第6回(6/2)：6件
　第7回(6/25)：18件　 　第8回(7/2)：2件　　 　　第9回(7/3)：1件
　第10回(7/18)：1件　　 第11回(7/19)：1件 　 　 第12回(8/7)：0件
　第13回(9/1)：3件　　　第14回(10/7)：0件　 　　第15回(11/7)：1件
　第16回(12/1)：3件 　   
　※第6回～第11回は参議院議員通常選挙関連の議案審議を実施

２　各種連合会主催研修会主催の研修又は研究会の実施内容
　（１）全国市区選挙管理委員会連合会事務研究会（5/23開催＠八潮市）：出席
　（２）全国市区選挙管理委員会連合会関東支部事務局長研修会(11/21開催＠文京区）：出席
　（３）埼玉県市町村選挙管理委員会連合会埼葛支会研修会（動画配信開催）：出席
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①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000069

所管部署名 選挙管理委員会選挙係

事前評価責任者 互井　満

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑法定受託事務　　□自治事務　　

款 項 総務費 選挙費

目 細目 参議院議員選挙費 参議院議員選挙執行事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 0 0 0 38,157 38,137 38,137 0

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 0 0 0 38,157 38,137 38,137 0

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 35,674 32,947 32,947 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 0 0 0 2,483 5,190 5,190 0

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.00 0.00 0.00 2.81 0.00

会計年度任用職員の有無 無 無 無 有 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

広報車による選挙啓発回数 12

広報車により選挙の啓発を行った回数 12

事務事 業 名 参議院議員選挙執行事業

予
算
科
目

根拠法令等 地方自治法　公職選挙法

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要 選挙執行の周知、啓発と選挙執行管理を行う。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
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ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

回
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標
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標
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総務費 / 選挙費 / 参議院議員選挙費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 互井　満

優先度 5

必要性 5

妥当性 5

対象者 4

コスト 5

達成度 5

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

評

価

年

度

の

主

な

取

組

１　選挙啓発活動の内容
　選挙特報による啓発：1回
　市ホームページによる啓発：1回
　選挙広報の施設内アナウンス：9施設
　防災無線による啓発：19回
　横断幕の設置による啓発：5か所
　選挙公報の設置：16施設
　選挙啓発ポスターの設置：16施設
　広報車による広報：12回
　街頭啓発：3回
　啓発物品（なまりんキーホルダー）の配付：2,468個

２　選挙の結果
　有権者数　58,946人（男：29,211人、女：29,735人）
　投票者数　県選出　　30,094人（男：16,434人、女：16,660人）
　　　　　　比例代表　30,094人（男：16,434人、女：16,660人）

事

業

評

価

事
業
の
特
性
（
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
）

改

革

・

改

善

の

確

認

事
業
の
方
向
性

0 

1 
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3 
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5 
優先度

必要性

妥当性

対象者

コスト

達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000377

所管部署名 選挙管理委員会選挙係

事前評価責任者 互井　満

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑法定受託事務　　□自治事務　　

款 項 総務費 選挙費

目 細目 衆議院議員選挙費 衆議院議員選挙執行事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 0 0 33,626 46,716 39,480 5,854 0

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 0 0 33,626 46,716 39,480 5,854 0

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 31,320 44,328 20,896 △10,424 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 0 0 2,306 2,388 18,584 16,278 0

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.00 0.00 2.56 2.98 0.00

会計年度任用職員の有無 無 無 有 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

広報車による選挙啓発回数 12 15

選挙特報により選挙の啓発を行った回数 17 15

事務事 業 名 衆議院議員選挙執行事業

予
算
科
目

根拠法令等 地方自治法　公職選挙法

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要 選挙執行の周知、啓発と選挙執行管理を行う。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

回

指
標
②

指
標
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項
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費

・
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源

目

標

設

定

・
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績

（

最

低
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つ

設

定

）



総務費 / 選挙費 / 衆議院議員選挙費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 互井　満

優先度 5

必要性 5

妥当性 5

対象者 4

コスト 5

達成度 5

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

評

価

年

度

の

主

な

取

組

１　選挙啓発活動の内容
　選挙特報による啓発：1回
　市ホームページによる啓発：1回
　選挙広報の施設内アナウンス：9施設
　防災無線による啓発：14回
　横断幕の設置による啓発：5か所
　選挙公報の設置：16施設
　選挙啓発ポスターの設置：16施設
　広報車による広報：15回
　街頭啓発：降雪のため中止
　啓発物品（なまりんシール）の配付：2,087枚

２　選挙の結果
　有権者数　58,935人（男：29,189人、女：29,746人）
　投票者数　小選挙区　30,494人（男：15,191人、女：15,303人）
　　　　　　比例代表　30,493人（男：15,190人、女：15,303人）
　　　　　　国民審査　29,767人（男：14,813人、女：14,954人）
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事
業
の
特
性
（
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
）

改

革

・

改

善

の

確

認

事
業
の
方
向
性

0 

1 

2 

3 

4 

5 
優先度

必要性

妥当性

対象者

コスト

達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000075

所管部署名 監査委員事務局監査係

事前評価責任者 互井　満

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 総務費 監査委員費

目 細目 監査委員費 監査事務事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 1,192 1,183 1,215 1,220 1,215 0 1,215

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 1,192 1,183 1,215 1,220 1,215 0 1,215

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 1,192 1,183 1,215 1,220 1,215 0 1,215

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.47 0.52 1.11 1.23 1.27

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

定期監査を実施した部署数 13 16 15 15

13 16 15 15

定期監査における指摘事項改善率 100 100 100 100

改善件数÷指摘件数 100 100 100 100

事務事 業 名 監査事務事業

予
算
科
目

根拠法令等 地方自治法　吉川市監査委員条例

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
各課の事業執行について、監査等を実施し、結果等の報告・公表を行い、公正で合理的な行政執行の確保を図る。
また、監査に関する知識向上のため、各都市監査委員会の監査事務研究会等へ参加する。

区分 区　　　　　分
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特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

部署 14
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標
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総務費 / 監査委員費 / 監査委員費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 互井　満

優先度 5

必要性 5

妥当性 4

対象者 5

コスト 5

達成度 5

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

評

価

年

度

の

主

な

取

組

１　定期監査を実施した部署
　 5/22　第一保育所、第二保育所、環境センター、給食センター、教育センター、中央公民館
　10/23　障がい福祉課、市民参加推進課、道路課　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　11/27　課税課、保育幼稚園課、学校教育課　　　　　　　　　　　　　　　　
　 1/22  危機管理課、教育総務課、選挙管理委員会
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①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000480

所管部署名 固定資産評価審査委員会

事前評価責任者 互井　満

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 総務費 総務管理費

目 細目 一般管理費 固定資産評価審査委員会運営事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 19 29 57 68 27 △30 63

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 19 29 57 68 27 △30 63

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 19 29 57 68 27 △30 63

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

委員会の開催回数 1 1 1 1

固定資産評価審査委員会を開催した回数 1 1 2 1

事務事 業 名 固定資産評価審査委員会運営事業

予
算
科
目

根拠法令等 地方自治法　地方税法

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服の審査決定を行う。
また、知識向上のため、研修会へ参加する。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

回 1

指
標
②

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



総務費 / 総務管理費 / 一般管理費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 互井　満

優先度 5

必要性 5

妥当性 5

対象者 4

コスト 5

達成度 5

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑□実施している　　 未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

評

価

年

度

の

主

な

取

組

１　固定資産評価審査委員会
　第1回　開催日：令和7年5月20日（火）
　　　　 内　容：委員長の選挙について
　　　　　　　　 委員長の職務代理の指定について
　　　　　　　　 令和7年度固定資産の評価の現状について

２　研修会
　一般財団法人資産評価システム研究センター主催
　受講日：令和7年6月2日～12月26日（オンライン受講）
　内　容：固定資産評価制度に関する基礎的な内容及び固定資産評価審査委員会資産税関係の主要判例について

事

業

評

価

事
業
の
特
性
（
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
）

改

革

・

改

善

の

確

認

事
業
の
方
向
性

0 

1 

2 

3 

4 

5 
優先度

必要性

妥当性

対象者

コスト

達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000038

所管部署名 公平委員会

事前評価責任者 互井　満

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 総務費 総務管理費

目 細目 公平委員会費 公平委員会運営事業

まちづくりの目標 ☑無　　□有　　

施　　策

施策の展開 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 33 46 67 104 63 △4 107

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 33 46 67 104 63 △4 107

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 33 46 67 104 63 △4 107

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.04 0.02 0.02 0.02 0.02

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

委員会の開催回数 1 1 1 1

公平委員会を開催した回数 1 1 1 1

事務事 業 名 公平委員会運営事業

予
算
科
目

根拠法令等 地方自治法　地方公務員法

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
職員からの勤務条件に関する措置の要求や不利益処分に関する審査請求に対し審査を行う。
また、知識向上のため、連合会主催の研修や研究会へ参加する。

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

回 1

指
標
②

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



総務費 / 総務管理費 / 公平委員会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 互井　満

優先度 5

必要性 5

妥当性 4

対象者 1

コスト 5

達成度 5

受益者負担適正化の余地 ☑□有り　　 無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑□実施している　　 未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑□必要　　 不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

評

価

年

度

の

主

な

取

組

１　公平委員会の開催内容
　開催日：令和7年5月8日(木)
　内　容：報告第1号　職員団体登録事項の変更について
　　　　　報告第2号　職員団体登録事項の変更について

２　研修会
　埼玉県公平委員会連合会研究会
　受講日：令和7年5月8日(木)
　内容：地域の防災力を高める～阪神・淡路大震災から30年～

事

業

評

価

事
業
の
特
性
（
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
）

改

革

・

改

善

の

確

認

事
業
の
方
向
性

0 

1 

2 

3 

4 

5 
優先度

必要性

妥当性

対象者

コスト

達成度



①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑□無　　 有　　 No. 01000199

所管部署名 行政委員会農業委員会事務局農地係

事前評価責任者 染谷憲市

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 農林水産業費 農業費

目 細目 農業委員会費 農業委員会運営事業

まちづくりの目標 第３章 安心と賑わいのまちづくり（生活・産業部門） ☑無　　□有　　

施　　策 第５節 魅力ある農業の振興

施策の展開 (1)農業経営の活性化 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 10,493 10,739 11,913 10,663 10,500 △1,413 10,374

間接経費（加算） 705 631 654 680 670 16 900

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 11,198 11,370 12,567 11,343 11,170 △1,397 11,274

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 6,008 5,822 5,442 4,543 6,146 704 4,545

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 148 118 124 11 11 △113 10

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 5,042 5,430 7,001 6,789 5,013 △1,988 6,719

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 1.79 1.68 3.72 3.33 3.33

会計年度任用職員の有無 有 有 有 有 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

利用集積率 19.5 24.9 25.1 31.2

利用集積面積÷市内の耕地面積 21.3 22.3 28.1 28.5

利用集積面積 250 296 295.7 368.5

担い手（認定農業者等）の利用集積面積＋所有農地 253 263 332 336

事務事 業 名 農業委員会運営事業

予
算
科
目

根拠法令等 農業委員会等に関する法律、農地法

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要
【対象と意図】市内農地及び農業に関する市民を対象とし、優良農地の保全及び農業生産力の増進を図ること。
【手段】・農地転用許可申請、届出などの審査　・農業委員会総会の開催・農地の集積、集約（利用権の設定）
　　　　・農地中間管理制度の活用　・遊休農地解消対策・農地台帳の管理　・農委だよりの発行　・農業者年金事務

区分 区　　　　　分

Ａ

　
コ
ス
ト

Ｂ

　
特
定
財
源

人

員

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

計画(見込)値

指
標
①
※

% 28.5

指
標
②

ha 339

指
標
③

基

本

事

項

事

業

費

・

財

源

目

標

設

定

・

実

績

（

最

低

１

つ

設

定

）



農林水産業費 / 農業費 / 農業委員会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 染谷憲市

優先度 5

必要性 3

妥当性 4

対象者 3

コスト 5

達成度 4

受益者負担適正化の余地 ☑有り　　□無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑必要　　□不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・毎年８月に農業委員等が一斉パトロールを実施し、農地の利用状況調査を実施することで、耕作放棄地増加の予防に努めている。

・一斉パトロールにより新たな耕作放棄地が発見された際は、所有者へ適正管理等の通知を行っている。

・農地所有者からの農地の所有権移転や耕作委託の申出に対し、農業委員等による斡旋仲介等により、農地の利用集積に努めている。
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①

②

③

④

※指標①を主要指標とし、達成度（実績値／目標値）を事業評価の達成度項目の値として扱います

令和7年度 　　　　　　　　事務事業評価シート 成果表掲載 ☑無　　□有　　 No. 01000541

所管部署名 行政委員会農業委員会事務局農地係

事前評価責任者 森　保美

会計区分 一般会計 事 業 区 分 ☑□法定受託事務　　 自治事務　　

款 項 農林水産業費 農業費

目 細目 農業委員会費 農業委員会運営事業

まちづくりの目標 第３章 安心と賑わいのまちづくり（生活・産業部門） ☑無　　□有　　

施　　策 第５節 魅力ある農業の振興

施策の展開 (4)生産基盤の整備 実施計画の位置付け ☑無　　□有　　

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算(千円) 決算(千円) 決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 予算(千円)

事業費 13 13 11 14 14 3 14

間接経費（加算） 0 0 0 0 0 0 0

コスト対象外（除外） 0 0 0 0 0 0 0

トータルコスト計（①＋②－③） 13 13 11 14 14 3 14

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

市債 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 市負担経費（Ａ－Ｂ） 13 13 11 14 14 3 14

区　　　　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

正職員投入人員 0.13 0.14 0.28 0.31 0.31

会計年度任用職員の有無 無 無 無 無 無

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

実績値 実績値 実績値 実績値

遊休農地面積 6 6 6 6

遊休農地面積 6.3 7.4 6.5 16

事務事 業 名 農地パトロール事業

予
算
科
目

根拠法令等 農業委員会等に関する法律、農地法

位
置
付
け

基
本
計
画
の

個別計画の位置付け

事 業 概 要

【対象及び意図】市内の農地及び農業に関わる市民を対象に、遊休農地の解消・発生防止、優良農地の保全を行い、
　　　　　　　　担い手への集積・集約を進める。
【手段】農業委員や農地利用最適化推進委員とともに市内の農地をパトロールし、遊休農地や耕作放棄地などの早
　　　　期発見に努める。
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農林水産業費 / 農業費 / 農業委員会費

カテゴリ 評価 定　性　評　価　基　準

5 法令で義務付けられている、または他の事業に優先して早急に実施すべき重要な事業である

4 今後も継続して実施すべき、優先度の高い事業である

3 実施が望ましいが、実施時期や方法については柔軟な検討が可能である

2 一定の目的を達成しており、実施の要否は再検討が必要である

1 目的達成または意義が低下しており、廃止を含めた見直しが妥当である

5 市民の生命・財産・権利の保障の実現に不可欠な事業である

4 安全・安心・健康な市民生活の実現に不可欠な事業である

3 安全・安心・健康な市民生活の維持に必要な事業である

2 安全・安心・健康な市民生活をより豊かにするために実施が望ましい事業である

1 市民の余暇・レクリエーション活動等の充実に寄与する事業である

5 他に同種・類似サービスを提供している主体は官民問わず無い

4 他に同種・類似サービスを提供しているのは、公共団体のみである

3 民間でも提供例があるが、公共性が高く、本市によるサービス提供に一定の意義がある

2 民間で広く提供されており、必ずしも本市がサービス提供をしなくてもよい

1 民間で十分提供されており、本市の事業として行う根拠が乏しい

5 市民全体または市内すべての団体が対象である

4 大多数の市民または団体が対象である

3 一定数の市民または団体が対象である

2 少数の市民または団体が対象である

1 極めて限定的な市民もしくは団体または職員が対象である

5 必要最小限のコストで効果的に実施しており、削減の余地は見当たらない

4 他の公共団体に比べて、少ない職員数やコストで効果的に実施している

3 一定の改善は図られているが、さらなるコストの見直しや効率化の余地がある

2 コスト削減の必要性は認識しているが、具体的な取組には至っていない

1 手法や体制の見直しが長年行われておらず、非効率な運営が続いている

5 十分に達成している（主要指標の達成度が100％以上）

4 概ね達成している（主要指標の達成度が91～99％）

3 一定程度達成している（主要指標の達成度が71～90％）

2 一部達成している（主要指標の達成度が51～70％）

1 ほとんど達成していない（主要指標の達成度が50％以下）

評価日 令和8年6月30日 評 価 責 任 者 染谷憲市

優先度 5

必要性 3

妥当性 4

対象者 3

コスト 5

達成度 1

受益者負担適正化の余地 ☑有り　　□無し　　

実施手順の見直しや費用対効
果の検証、ICTの活用などの
効率化

☑実施している　　□未実施　　

社会情勢やニーズの変化等に
よる、サービスの対象・量・
水準に係る見直しの必要性

☑必要　　□不要　　

今後の方針 ☑現状のまま継続　　□改善の上で継続　　□他の事業に統合　　□廃止・休止　　□終了・完了　　

「改善の上で継続」
の場合の展開方針 □拡　大　　□手段を改善（実施主体・手段の改善）　　□縮　小　　□効率化　　

「今後の方針」
の説明

評

価
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度

の

主

な

取

組

取組内容

（１）農地所有者へ

　・農地の適正管理通知による啓発
　・農地の利用意向調査の実施
　・農委だよりの配布

（２）農業委員・農地利用最適化推進委員によるパトロール

　・通常パトロール
　　各委員は、遊休農地、違反転用等を早期に発見するため、担当地区の農地パトロールを実施。
　・一斉パトロール
　　例年８月の一定期間内に各委員による担当地区内（旭・吉川・三輪野江）で一斉にパトロールを実施。
　　その後、遊休農地（耕作放棄状態）と思われる農地の所有者へ土地の適正管理を依頼するなどにより
　　新たな遊休農地の発生防止に努めた。

事

業

評

価

事
業
の
特
性
（
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
）

改

革

・

改

善

の

確

認

事
業
の
方
向
性

0 

1 

2 

3 

4 

5 
優先度

必要性

妥当性

対象者

コスト

達成度


